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京情審答申第６０号

平成１９年１月２３日

京都府知事

山 田 啓 二 様

京都府情報公開審査会

会 長 山 本 克 己

公文書部分公開決定に係る異議申立てに対する決定について（答申）

平成１８年１月６日付け８総第５７号で諮問のあった事案について、

次のとおり答申します。
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第１ 審査会の結論

本件異議申立ての対象となった部分公開決定において、実施機関が

非公開とした部分について、これを公開すべきである。

第２ 異議申立てに至る経過

１ 平成１７年１１月２日、異議申立人は、京都府情報公開条例（平

成１３年京都府条例第１号。以下「条例」という。）第４条の規定

により、京都府知事（以下「実施機関」という。）に対して「京都

府情報公開審査会議事録（不動産取得税決議書事案に係る部分）」

を内容とする公文書の公開を請求した。

２ 平成１７年１１月１６日、実施機関は、本件公開請求のうち、「京

都府情報公開審査会議事録（平成１７年３月３０日及び平成１７年

７月１２日開催）のうち不動産取得税決議書事案に係る部分」につ

いては公文書公開決定処分を行い、また、「京都府情報公開審査会

議事録（平成１７年５月１０日及び平成１７年６月７日開催）のう

ち不動産取得税決議書事案に係る部分」（以下「本件公文書」とい

う。）については、公文書部分公開決定処分（以下「本件処分」と

いう。）を行い、同日、異議申立人に公文書公開決定通知書及び公

文書部分公開決定通知書を送付した。

３ 平成１７年１２月２７日、異議申立人は、行政不服審査法（昭和

３７年法律第１６０号）第６条の規定により、本件処分を不服とし

て実施機関に対して異議申立て（以下「本件申立て」という。）を

行った。

４ 平成１８年１月６日、実施機関は、条例第１７条の規定により、

京都府情報公開審査会（以下「審査会」という。）に対して、本件

申立てに対する決定について諮問した。

第３ 本件申立ての趣旨

本件申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

第４ 異議申立人の主張要旨

異議申立人が異議申立書及び意見書において述べている主張を総合

すると、おおむね次のとおりである。
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実施機関は理由説明書の中で、本件公文書は、審査会の調査審議を

記録したものであること、また、審査会の調査審議は、その手段とし

てインカメラ審理手続が採用されていることを述べているが、これは

「調査審議」には該当しない。ましてやインカメラ審理手続などした

形跡はない。形式秘を主張しただけである。

第５ 実施機関の説明要旨

実施機関が理由説明書及び実施機関の職員による口頭説明におい

て述べていることを総合すると、おおむね次のとおりである。

１ 不動産取得税決議書事案について

不動産取得税決議書事案とは、不動産取得税決議書に係る公開請

求に対し、その一部を「地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に

関する調査に関する事務により知り得た秘密であり、地方税法第２

２条の規定により公にすることができない」として、実施機関が公

文書部分公開決定処分（平成１６年１２月１７日付け６税第６５７

号）を行ったことに対して、異議申立てが行われたものである。実

施機関は、用途及び面積のうち、その建物の構造上当然あるべきも

の、家屋の性格上誰でも入館し利用できる箇所の用途及び法人が公

開している内容以外の部分は、法第２２条に規定する「秘密」に該

当し非公開が妥当である旨の審査会の答申を尊重して、不動産取得

税決議書事案に係る異議申立てに対し、それらの部分については条

例第６条第２号に該当するとして非公開とする決定（平成１７年１

０月４日付け７税第１０７６号）を行ったところである。

２ 条例第６条第２号該当性について

本件公文書は、平成１７年５月１０日及び平成１７年６月７日に

開催された審査会の議事録のうち、不動産取得税決議書事案に係る

部分であり、不動産取得税決議書事案について審査会委員等が発言

した内容等が記録されている。本件処分において非公開とした部分

は、実施機関が異議申立てに対する決定で非公開とした京都弁護士

会館の室等の具体的名称についての発言を記録したものであり、こ

れらを公開すると、地方税法第２２条に規定する「秘密」に該当す

る情報を公開することになるため、条例第６条第２号に該当すると

して非公開としたところである。

３ 条例第６条第５号該当性について

本件公文書は、審査会の調査審議を記録したものである。審査会
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の調査審議手続について、条例第２５条は「審査会の行う調査審議

の手続は、公開しない。」旨規定している。審査会の調査審議は、特

に、その手段としてインカメラ審理手続が採用されており、このよ

うな調査審議の手続を公開すると非公開情報が公になるおそれがあ

り適当でないため、審査会の不服申立てに係る調査審議の手続を非

公開とすることを明らかとしたものである。したがって、公開する

と率直な意見交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれる部

分、非公開妥当とした部分を推知させる部分等については、調査審

議の手続を非公開とする趣旨に照らしても公開すべきではなく、公

開すると、審査会における調査審議の適正な遂行に支障を及ぼすお

それがあると考えられる。

本件処分で非公開とした部分は、審査会において、不動産取得税

決議書事案につき非公開が妥当であると判断された部分であり、先

に述べた観点から、条例第６条第５号の非公開情報に該当するとし

て非公開としたところである。

第６ 審査会の判断理由

１ 基本的な考え方

公文書公開についての条例の基本的理念は、その前文においてう

たわれているように、個人のプライバシー保護に最大限の配慮をし

つつ、公文書の公開を請求する権利を認めるとともに、府の諸活動

を府民に説明する責務を果たすため、積極的に情報を提供すること

により、府民の府政に対する理解と信頼を深め、府政のより公正な

運営を確保し、府民参加の開かれた府政の一層の推進を図り、併せ

て府民福祉の向上に寄与しようとするものである。

このような基本的理念を実現するためには、府が保有する情報は

公開を原則とするべきであるが、その情報の中には、公開すること

により個人のプライバシーや法人等の正当な利益を損なうものもあ

る。

このため、立法者は条例の制定に際し、制度の趣旨、公文書の公

開又は非公開に係る公益性、有用性等を総合衡量した結果、原則公

開の条例においても、なお、例外的に非公開とせざるを得ない情報

があると判断し、これを条例第６条において公にしてはならない公

文書として具体的に類型化し、規定したものである。

しかし、同条各号に定める情報に該当するか否かについては、当

該情報のみを取り出し、抽象的にとらえて判断するのではなく、当

該情報を取り巻く諸事情をも考慮に入れ、個々の事例に即し、具体

的に判断されなければならない。
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２ 具体的な判断及びその理由

(1) 本件公文書について

本件公文書のうち実施機関が非公開としたのは、京都弁護士会

館の室等の具体的名称についての発言を記録した部分であり、当

該室等の具体的名称については、不動産取得税決議書事案に係る

審査会の答申における非公開妥当との判断に基づき、実施機関が

異議申立てに対する決定で条例第６条第２号に該当するとして非

公開とした部分である。

なお、審査会において本件を審査していく過程において実施機

関に対し経過を確認をしている中で、本件非公開とした部分に相

当する情報が平成１６年５月１８日付け京都府公報において公表

され、かつ、本件非公開とした部分が「京都弁護士会新会館建設

に係る補助金の額の確定について及び京都弁護士会新会館建設完

了検査について」に係る公文書の公開請求に対して公開されてい

ることを確認した。

(2) 条例第６条第２号及び第５号について

条例第６条第２号は、法令若しくは他の条例の規定に基づき公

にすることができないとされている情報又は法律若しくはこれに

基づく政令の規定に基づく明示の指示に基づき公にすることがで

きないとされている情報が記録されている公文書を非公開とする

ことを定めたものである。

また、条例第６条第５号は、府等が行う事務事業に関する情報

であって、公にすることにより、事務事業の性質上、当該又は同

種の事務事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものが記

録されている公文書を非公開とすることを定めたものである。

(3) 条例第６条第２号及び第５号該当性について

本来は、実質秘に当たる部分として非公開とした部分を公開す

ると、地方税法第２２条に規定する「秘密」に該当する情報を公

開することになり（条例第６条第２号該当）、また、条例第６条各

号によって非公開とされるべき情報が議事録に記載されている場

合において、それを公開すると審査会における調査審議の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがある（条例第６条第５号該当）もの

と認められる。

しかし、本件の場合においては、２（1）で述べたとおり京都府

公報及び情報公開請求により本件で公開・非公開が争われている
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部分が既に公表等されているという事実が確認されていることか

ら、当該部分については、「秘密」に該当する情報として保護する

必要がないものと判断でき、また、当該部分を公開しても審査会

における調査審議の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは

言えない。

３ 結論

以上の理由から、「第１ 審査会の結論」のとおり判断するもの

である。
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参考

審査会の処理経過

年 月 日 処 理 内 容

平成１８年 １月 ６日 諮問書の受理

平成１８年 １月３０日 実施機関の理由説明書の受理

平成１８年 ２月２１日 異議申立人の意見書の受理

平成１８年 ３月２４日 第１回審査会

平成１８年 ４月２８日 実施機関の理由説明書（追加）の受理

平成１８年 ５月１６日 異議申立人の意見書の受理

平成１８年 ６月２０日 第２回審査会

平成１８年 ８月 ８日 第３回審査会

平成１８年１０月１７日 第４回審査会

平成１８年１２月 ５日 第５回審査会

平成１９年 １月２３日 答 申


